
日時：令和３年１２月２３日（木）１０時００分～１２時００分
場所：NATULUCK半蔵門 会議室

○ハザードマップの「わかる」について
• ハザードマップには、様々な情報が含まれている反面、理解されにくいという意見もあること
から、必要な情報は何かということを整理することが重要である。

• ハザードマップを市区町村単位で作成しても、ピンポイントでのリスク情報提供を要望される
場合もある。

• 福祉避難所の情報や、避難経路の支障箇所、避難する際の人的支援情報などの情報が、
現在のハザードマップには不足していると考えている。

○ハザードマップの「伝える」について
• カラー、文字、イラスト、コントラスト等に配慮した紙面のユニバーサルデザイン化が必要であ
る。紙面のハザードマップからQRコードにより必要な情報に導くことも視覚障害者には有効で
ある。

• 視覚障害者の中でも点字を理解できない方もいるため、人的支援とＩＣＴの両輪で考えていく
必要がある。

• ハザードマップの情報は、その地域に働き・学びに来ている方にも伝える必要がある。
• ハザードマップをWebにより提供する場合は、ＪＩＳ規格の中でＡＡＡレベル以上のアクセシビリ
ティ対応を実施することが必要と考える。

• 大田区の要配慮者向けのマイ・タイムライン講習会の視点は良い事例だと思うため、そのよ
うな良い事例を展開していくことが必要である。

○今後の検討の進め方について
• 目指すべきハザードマップの将来像を整理し、ロードマップを作成すべきである。
• 障害者の方に様々なハザードマップを体験・体感していただき、課題をもらいながら、目指す
べきハザードマップを確認していくような形も良いと思う。

• ハザードマップの地図面については、特に視覚に関する障害を持たれている方に最大限ＩＣＴ
を活用することで、結果として、様々なバックグラウンドを持たれた方に複数の選択肢を提供
できると考える。

○その他
• 民間等が浸水想定区域図のデータを活用するうえで、オープンデータ化が十分進んでいない
認識でいる。公開されているデータの不整合や、データ所在の一元化、データの維持管理、
及びオープンデータ化の即時性といった面で課題があると考えており、一元化して提供される
ことで、民間等で標準化した情報提供をする事もできる。

• 理想であるが、流域単位でハザードマップを作成することが望ましいと考える。
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「ハザードマップのユニバーサルデザインに関する検討会（第１回）」概要

Ｏハザードマップの活用に係る課題や視覚障害者等の水害リスク情報へのアクセスに係る課題に対応するため、「わかる」
ハザードマップのあり方や、「伝わる」ハザードマップのあり方について検討する場として本検討会を設置し、第1回検討会
を令和3年12月23日開催した。

検討会開催状況
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